様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　　2024年2月7日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな） かぶしきがいしゃ　こうちでんしけいさんせんたー 
一般事業主の氏名又は名称  株式会社　高知電子計算センター 
    （ふりがな）みたに　やすひさ　 
（法人の場合）代表者の氏名 三谷　康久   印   
住所　〒　780-0870
高知県高知市本町4丁目1番16号電気ビル
法人番号　4490001000657　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DX戦略


	公表日
	　　2023年　11月　10日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページの企業情報で公開
「DX戦略」
https://www.kcc-kochi.co.jp/dx/
記載箇所：「はじめに」「DX経営ビジョン」「目指すビジネスモデルの方向性」

	記載内容抜粋
	◆はじめに

当社は、1966年の設立以来、高知県内をはじめ、全国の自治体様向けに、各種業務処理のシステム開発からアウトソーシングまで、様々なサービスを提供してまいりました。
　現在、地方においては、少子高齢化による労働力不足や、人口の東京一極集中による地方の人口減少など様々な社会課題に直面しています。また、ビジネスにおいては新しいデジタル技術の急速な普及により、当社を取り巻く環境は、近年目まぐるしく変化し、お客さまのニーズも様変わりしています。
　これらの変化に対応するため、当社は、社内外のＤＸを積極的に推進し、お客さまに感動いただけるサービスを提供できるプロフェッショナルな集団へと変革してまいります。　　

◆ＤＸ経営ビジョン　　

広い視野でデジタル技術を活用し、自己変革を続け、お客さまに感動いただけるサービスを提供できる持続可能な会社となる

◆目指すビジネスモデルの方向性

当社は、ＤＸ推進人材を育成するとともに最新のデジタルツールを活用してBPRを実施し、資源や人財を最適に活用します。
　また、社内ＤＸで得た知見を活かし、自治体向けＤＸ推進企業として全国のお客さまに付加価値の高いソリューションを提供し続ける企業へと社員とともに成長します。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	「DX戦略」は2023年10月30日に取締役会で議決されている。




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DX戦略


	公表日
	　　2023年　11月　10日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページの企業情報で公開
「DX戦略」
https://www.kcc-kochi.co.jp/dx/
記載箇所：「ビジョンを達成するために、５つの戦略で臨みます。」

	記載内容抜粋
	◆ＤＸ戦略
ビジョンを達成するために、以下の５つの戦略で臨みます。

1. 徹底した「ムリ」「ムダ」「ムラ」の改善による社内ＤＸ推進
既存の社内ツールに固執せず、最新のデジタルツールや生成AI等の活用による業務効率化を行うとともにBPRを実施し、資源・人財の有効活用をおこなえるように経営資源の最適化を行う。

2. ＤＸ推進にあわせた企業文化変革の実施
社内ＤＸ推進により得た知見と既存ノウハウおよびデータ活用技術を融合し、今までの受託開発や運用中心とする企業から、コンサルティング・ITソリューションも含めて提供できる企業へと変革するとともに、変革し続ける文化を育てる。

3. データに基づいた迅速な経営意思決定
　統合した社内データをもとに素早く経営判断や意思決定を行う「データドリブン経営」を行い、競争優位性を確立する。

4. イノベーションを起こす人財育成
　変革する社会に適応する人財育成を行い、お客さまへ新たな価値を提供できる人財確保にも注力する。　

5. 大きな付加価値のあるサービスの提供
　最新技術を組み合わせ、お客さまに感動していただける付加価値のあるサービスの提供を行う。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	「DX戦略」は2023年10月30日に取締役会で議決されている。




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社ホームページの企業情報で公開
「DX戦略」
https://www.kcc-kochi.co.jp/dx/

記載箇所：「ＤＸ推進体制」

	記載内容抜粋
	ＤＸ推進体制

◆体制図
経営層の強力なリーダーシップのもと、ＤＸ推進チームとして設置された経営戦略室で戦略を検討し、社内横断的に組織したDX推進WGのもと全社一丸となり、最短最速で取り組みます。また、最先端技術や製品を保持している企業と積極的に連携してまいります。

◆人財育成
だれひとり取り残すことなく、全社員一丸となってＤＸ推進するため、外部研修受講や内部勉強会を積極的に行います。
1 全社員にDXリテラシー研修を行いDX推進に向けた地固めを行います。研修後、アセスメントを行い、 DX推進サポーター、DX推進リーダーとなる社員を選抜し、DX推進WGを構成します。
2 DX推進サポーターは、勉強会やアイデアソン・ハッカソン通じて技術力を高め、各部署内でのＤＸ推進を担います。
3 DX推進リーダーは、より専門性の高い研修を受講し、新事業創出にむけＤＸ戦略を牽引します。




　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社ホームページの企業情報で公開
「DX戦略」
https://www.kcc-kochi.co.jp/dx/
記載箇所：「ITシステム・デジタル技術活用環境整備に関する方策」

	記載内容抜粋
	◆ITシステム・デジタル技術活用環境整備に関する方策
ＤＸ戦略を実現するため、以下の方策を実施します。
1. 社内環境整備
・アナログ管理の従来手法をデジタル化し、社内プロセスを見直し効率化する。
・社内システムを刷新し、社内データを一元管理する。
・的確なデータ分析で組織に与える影響をリアルタイムで把握できるようBIツールを導入する。　
・アイデアを出しやすい環境にオフィス改革を実施する。
2. 人財育成
・DXリテラシー教育を全社員に行い、アイデアの創出が行える企業文化の醸成を行う。
・高度な研修の受講を積極的に行い、最新デジタル技術を実践できる技術者を増やす。
・お客さまの潜在する課題を把握し、積極的に解決に導けるコンサル力を身につける。

3. 最新デジタル技術の習得
・様々なデジタルツールを活用し、お客さまのＤＸ推進によりそえる環境を整える。
・新たな開発手法導入により生産性の向上を図る。 
・最先端技術をもった外部企業との協業を積極的に行う。
・アイデアソン・ハッカソンを開催し、新事業に活用できるアイデアを創出する。




(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DX戦略


	公表日
	　　　2023年　11月　10日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページの企業情報で公開
「DX戦略」
https://www.kcc-kochi.co.jp/dx/
記載箇所：「戦略の達成度を測る指標」

	記載内容抜粋
	適時、進捗状況分析を行い、経営会議で実施方針の方向性確認・検討を行います。

◆社内ＤＸ指標

・脱ハンコ　　 100％
・ペーパレス化　99％
・バックオフィス業務効率化　
2022年度との比較30％削減
・ＤＸ資格保持者　社内人員の30％

◆社外ＤＸ指標
指標	　　　　　　　　　　　　　　2023年度　2025年度
新規ソリューション研究開発要員増強　　3名　　　10名
ＤＸツール活用ソリューション提案  　　1件　　 　5件
新規製品提案	　　　　　　　　  　　 　 - 　　　3件

・新規ソリューション研究開発要員増強　
ＤＸ推進リーダーを育成し、新規ソリューション研究開発要員として、経営戦略室に配置し、10名体制でＤＸを推進する。
・ＤＸツール活用ソリューション提案 
ワークフロー・　文書管理システ、RPA、ノーコード・　ローコードツール、生成AI等を、社内で活用し、得られた知見・ノウハウをもとに、顧客に最適なソリューションを提案する。
・新規製品提案
当社主要事業である自治体系基幹システムに最新技術の組み込み（生成AI機能を付加する等）を行ったサービスや、デジタルツールを組み合わせた魅力的なサービスを提案する。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　2023年　11月　10日


	発信方法
	当社ホームページの企業情報で公開
「DX戦略」
https://www.kcc-kochi.co.jp/dx/
記載箇所：「DX推進メッセージ」

	発信内容
	DX推進メッセージ

当社は、急速に変化するビジネス環境に適応できるよう、DXへの取り組みを積極的に推進しはじめました。
　社員とともに自己変革を続け、問題に挑み解決していくことで、お客さまにとって不可欠な存在となり、社会へ誇りを持って貢献する企業を目指してまいります。
　今後も、当社のDX推進の取組状況につきましては逐次発信してまいります。
　　　　　　　　　　　代表取締役社長　三谷　康久　



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　2023年4月頃　～　2023年9月頃


	実施内容
	DX推進指標による自己分析を実施し、IPAの自己診断結果入力サイトに登録済み。




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　2000年04月頃～継続実施中


	実施内容
	当社は、情報セキュリティ委員会を設置し、セキュリティ管理を徹底しており、「情報セキュリティマネジメント規則」に基づき、内部監査を毎年１回、実施しています。

■「情報セキュリティ基本方針」ホームページ掲載
https://www.kcc-kochi.co.jp/about/certification.html

■情報セキュリティマネジメントシステムの運用
　適用規格：ISO/IEC 27001:2013　/　JIS Q27001:2014
　登録証番号：JQA-IM0204
　登 録 日：2004年12月17日　以降継続審査認証取得
■プライバシーマークの運用
　登録番号：第11820069（12）号
　登 録 日：2000年4月20日  以降継続審査認証取得

■情報処理安全確保支援士:2名

また、SECURITY ACTION制度に基づき、SECURITY ACTION（二つ星）を自己宣言しています。




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

